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2020 年７月 21 日 

 

 

 

本調査は、県内企業経営者に対し四半期ごとに行なっている「四半期別業況アンケート調査」の付帯調査とし

て実施したものです。調査実施内容については次頁をご覧下さい。 

 

 調査結果のポイント 

１．新型コロナウイルス感染拡大前（2020 年１月末）と比較した現在の経営状況 

 売上高は「大きく減少」が 37.8％、「減少」が 34.1％となり、合わせて７割以上の企業で売り上げ

が減少している（図表１）。 

 雇用面では従業員の人数は「変わらない（概ね回復した）」が 77.7％となった一方、従業員の出勤状

況は「大きく減少」が 9.7％、「減少」が 26.2％となった。 

２．新型コロナウイルス感染防止の対応策 

 新型コロナ感染防止のための対応策で、「導入済み」の割合が最も高いのは「社内会議のオンライン

化」が 45.6％となり、次いで「顧客との商談・打ち合わせのオンライン化」が 38.5％となった（図

表２）。 

３．新型コロナウイルス禍での経営全般の対応状況 

 経営全般の対応状況を尋ねると「実施済み」の割合が最も高かったのは、「当面の資金確保」が 38.4％、

次いで「生産・販売計画の見直し」が 27.1％、「経営戦略（予定していた施策等）の見直し」が 19.6％

となった（図表３）。 

 雇用面への対応状況は、「雇用調整助成金を活用し社員を休業」について「実施済み」の企業は 35.7％

となった（図表４）。 

４．国・県の支援策の利用状況 

 国・県の支援策の利用状況について尋ねると、「利用済み」の支援策は、「給付金等（持続化給付金、

雇用調整助成金等）」が 27.3％と最も多く、次いで、「融資制度（新型コロナウイルス感染症特別貸

付等）」が 22.6％となった（図表５）。 

５．行政の支援策等への要望 

 行政の支援策等への要望では、「雇用を維持した企業に対する助成」が 71.7％と最も多く、「補助金、

助成金など返済の必要のない資金」が 67.6％など、資金面に関する要望が多くなっている（図表６）。 

６．今後、成長が予想される分野と自社で参入を検討している分野 

 今後、成長が予想される分野について尋ねると、「業務効率化（RPA、ロボティクス、ビックデータ、

AI、デジタルマーケティング等）」分野が 58.3％と最も多く、次いで「通信（AR・VR・MR、5G 等）」

が 54.0％、「医療（遠隔医療、医療機器等）」が 52.4％となった（図表７）。 

 自社で参入を検討している分野では「医療」が 8.8％と最も高くなったが、いずれの分野も１割に満

たなかった（図表８）。 
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【 調 査 の 概 要 】 

 

 

実施時期  ： 2020 年６月中旬～７月中旬 

 

実施方法  ： 業況アンケート調査（2020 年４～６月期）の付帯調査 

として実施（郵送方式） 

 

      対象企業  ： 県内企業 659 社 

 

      回答企業数  ： 374 社 （ 回答率 56.8％ ） 

               うち製造業 170 社、非製造業 204 社 

    

       ※ グラフ等の回答割合については四捨五入して表記したため、合計が 100 に 

ならないことがある。また、 無回答がある場合は、各グラフの作成から除 

いている 

 

 

 

 

 

    照 会 先 

  一般財団法人 長野経済研究所  

  調査部(担当：粂井、中村(亮)) 

  TEL： 026-224-0501 
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１．新型コロナウイルス感染拡大前（2020 年１月末）と比較した現在の経営状況 

 

 売上高が「減少（合計）」（「大きく減少」と「減少」の合計）した割合は全産業で 71.9％となった（図

表１）。業種別には、製造業が 77.8％と高くなっている。 

 雇用面では、全産業でみると従業員の人数は「変わらない（概ね回復した）」が 77.7％となった一方、

従業員の出勤状況は「減少（合計）」が 35.9％となった。業種別では、製造業では非正規社員の人数

が「減少（合計）」が 22.5％と高くなった。 

 工場・店舗等の稼働状況が「減少（合計）」した割合は全産業で 50.0％であり、サプライチェーン（調

達環境）が「悪化」（「大きく悪化」と「悪化」の合計）した割合は全産業で 34.7％となった。 

 

図表１ 新型コロナウイルス感染拡大前（2020 年１月末）と比較した現在の経営状況 
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２．新型コロナ感染防止の対応策 

  

 新型コロナ感染防止のための対応策で、「導入済み」の割合が最も高い対応策は全産業で「社内会議

のオンライン化」が 45.6％となり、次いで「顧客との商談・打ち合わせのオンライン化」が 38.5％

となった（図表２）。 

 業種別に「導入済み」の対応策をみると、製造業では「顧客との商談・打ち合わせのオンライン化」

が 54.2％と最も高い割合となり、次いで「社内会議のオンライン化」が 53.9％、「在宅勤務・テレ

ワーク」が 40.4％と続いた。非製造業では、「社内会議のオンライン化」が 38.7％と最も高く、次

いで「在宅勤務・テレワーク」が 26.5％、「顧客との商談・打ち合わせのオンライン化」25.3％とな

った。これらは、いずれも製造業の導入割合が高くなった。 

 

図表２ 感染防止の対応策 
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３．新型コロナウイルス禍での経営全般の対応状況 

（１）経営全般の対応状況 

 

 新型コロナ禍での経営全般の対応で、全産業で「実施済み」の対応は「当面の資金確保」が 38.4％

と最も多く、次いで「生産・販売計画の見直し」が 27.1％、「経営戦略（予定していた施策等）の見

直し」が 19.6％となった（図表３）。 

 業種別にみると、製造業は「当面の資金確保」が 43.7％と最も多くなり、次いで、「生産・販売計画

の見直し」が 34.9％、「BCP 計画の策定」が 19.1％となった。非製造業は「当面の資金確保」が 33.8％

と最も多く、次いで「経営戦略（予定していた施策等）の見直し」が 22.4％、「生産・販売計画の見

直し」が 20.3％と続いた。 

 

図表３ 新型コロナ禍での経営全般の対応状況 

＜全産業＞ 

 

38.4

27.1

19.6

17.4

12.4

9.5

8.3

5.6

3.4

2.9

2.8

2.6

0.8

14.9

20.8

17.4

9.0

10.2

6.3

4.3

6.6

9.0

5.2

2.5

1.2

1.6

13.0

29.4

37.3

35.2

28.5

12.9

12.6

31.9

25.6

25.4

9.9

15.8

5.7

33.7

22.7

25.7

38.4

48.9

71.3

74.7

55.9

62.0

66.6

84.8

80.4

91.9

0 20 40 60 80 100

当面の資金確保

（n=362）

生産・販売計画の見直し

（n=361）

経営戦略（予定していた

施策等）の見直し（n=362）

BCP計画の策定

（n=344）

設備投資計画の延期・縮小・中止

（n=362）

ネット販売の拡充

（n=349）

在庫の積み増し

（n=348）

ビジネスチャンスの取り込み

（n=320）

顧客層の見直し

（n=355）

サプライチェーンの見直し

（n=347）

自社の拠点体制の見直し

（本社・支店の移転、統廃合 等）（n=355）

事業の多角化

（n=341）

その他

（n=123）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

（％）



6 

 

＜製造業＞ 

 

＜非製造業＞ 

 

 

43.7

34.9

19.1

16.3

14.5

10.8

8.0

4.7

4.3

1.9

1.8

1.2

1.9

15.0

19.5

9.9

17.5

12.7

4.2

3.7

8.8

5.5

1.3

7.3

1.8

1.9

14.4

30.8

42.6

43.4

27.7

16.9

16.0

35.8

31.7

14.6

29.1

9.1

5.7

26.9

14.8

28.4

22.9

45.2

68.1

72.4

50.7

58.5

82.2

61.8

87.8

90.6

0 20 40 60 80 100

当面の資金確保

（n=166）

生産・販売計画の見直し

（n=169）

BCP計画の策定

（n=162）

経営戦略（予定していた

施策等）の見直し（n=166）

設備投資計画の延期・

縮小・中止（n=157）

在庫の積み増し

（n=163）

ネット販売の拡充

（n=165）

ビジネスチャンスの取り込み

（n=148）

サプライチェーンの見直し

（n=164）

事業の多角化

（n=162）

顧客層の見直し

（n=164）

自社の拠点体制の見直し

（本社・支店の移転、統廃合 等）（n=166）

その他

（n=53）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

（％）

33.8

22.4

20.3

15.9

10.8

10.7

6.4

6.0

4.7

4.2

3.3

1.6

14.9

17.3

21.9

8.2

8.6

8.2

4.7

4.4

10.5

3.1

1.1

4.9

1.4

11.8

32.1

28.1

28.6

10.2

29.1

28.5

8.8

22.6

10.5

16.8

19.7

5.7

39.5

28.1

29.7

47.3

70.4

52.0

60.5

80.8

62.1

82.2

78.8

73.8

92.9

0 20 40 60 80 100

当面の資金確保

（n=195）

経営戦略（予定していた

施策等）の見直し（n=196）

生産・販売計画の見直し

（n=192）

BCP計画の策定

（n=182）

ネット販売の拡充

（n=186）

設備投資計画の延期・

縮小・中止（n=196）

ビジネスチャンスの取り込み

（n=172）

在庫の積み増し

（n=182）

顧客層の見直し

（n=190）

自社の拠点体制の見直し

（本社・支店の移転、統廃合 等）（n=191）

事業の多角化

（n=184）

サプライチェーンの見直し

（n=183）

その他

（n=70）

実施済み 実施予定 検討中 実施しない

（％）



7 

 

（２）雇用・採用面の対応状況 

 

 新型コロナウイルス禍での雇用面への対応状況を尋ねると、「雇用調整助成金を活用し社員を休業」

を「実施済み」の企業は全産業で 35.7％となった（図表４）。 

 全産業で、正社員の雇用調整（希望退職など）を「実施済み」の企業は 0.5％、非正規社員の雇用調

整（契約更新の見送りなど）を「実施済み」は 7.0％となった。 

 採用面での対応状況では、採用の抑制（「2021 年度採用の抑制」、「中途採用の抑制」、「非正規社員採

用の抑制」）を「実施済み」、「実施予定」、「検討中」の企業は約３～４割となった。一方、「採用の

増加」を「実施済み」、「実施予定」、「検討中」の企業は 39.0％となった。 

 業種別では、採用の抑制（同上）を「実施済み」、「実施予定」、「検討中」の割合は製造業が高くな

った。 

図表４ 新型コロナ禍での雇用・採用面の対応状況 
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４．国・県の支援策の利用状況 

 

 国・県の支援策の利用状況について尋ねると、全産業で「利用済み」の支援策は「給付金等（持続化

給付金、雇用調整助成金等）」が 27.3％と最も多く、次いで、「融資制度（新型コロナウイルス感染症特

別貸付等）」が 22.6％となっている（図表５）。 

 業種別にみると、給付金等の「利用済み」、「申請中」、「利用予定」の合計は、製造業が 66.6％、非

製造業は 50.0％となり、製造業の利用割合が高くなっている。 

 

図表５ 国・県の支援策の利用状況 

＜全産業＞ 

 

 

＜製造業＞      ＜非製造業＞ 
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５．行政の支援策等への要望 

 

 行政の支援策等への要望について尋ねると、全産業で「雇用を維持した企業に対する助成」が 71.7％

と最も多く、次いで「補助金、助成金など返済の必要のない資金」が 67.6％、「低利、無利子の融資制

度」が 45.7％、「休業補償など従業員個人に対する助成」が 42.5％と、資金面に関する要望が多くな

っている（図表６）。 

 

 

図表６ 行政の支援策等への要望 
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６．今後、成長が予想される分野と自社で参入を検討している分野 

 

 今後、成長が予想される分野について尋ねると、全産業では「業務効率化（RPA、ロボティクス、ビ

ックデータ、AI、デジタルマーケティング等）」が 58.3％と最も多く、次いで、「通信（AR・VR・MR、

5G 等）」が 54.0％、「医療（遠隔医療、医療機器等）」が 52.4％と続いた（図表７）。 

 また、自社で参入を検討している分野を尋ねると、全産業では「医療」が 8.8％と最も高いが、いず

れの分野も１割に満たなかった（図表８）。業種別にみると、製造業では「医療」が 17.6％と最も高

く、次いで「健康（感染症対策関連商品、生活支援ロボット、健康機器、サプリメント等）」が 9.4％

と続いた。非製造業では、「業務効率化」が最も高くなった。 

 

 

図表７ 成長が予想される分野      図表８ 自社で参入を検討している分野 
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